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平成１７年度に実施した「戦略的基盤技術高度化支援事業」の

事前評価の結果について 

 

１．評価対象 

『戦略的基盤技術高度化支援事業』【経済産業省】 

○平成１８年度予算概算要求額：92 億円 

○全体計画：６年間で国費総額 552 億円 

※額は平成１７年度の評価時のもの 

２．評価目的 

   国の科学技術政策を総合的かつ計画的に推進する観点か

ら、新たに開始が予定されている、戦略的基盤技術高度化

支援事業の評価を行う。 

評価においては、中小企業における研究開発の現状、課

題、今後の展望に留意しつつ、本事業の必要性、効率性、

有効性等について高い次元から検討する。 

 

３．評価項目 

Ａ．科学技術上の意義 

当該研究開発の科学技術上の目的・意義・効果。 

Ｂ．社会・経済上の意義 

当該研究開発の社会・経済上の目的・意義・効果。 

Ｃ．国際関係上の意義 

国際社会における貢献・役割分担、外交政策との整合

性、及び国益上の意義・効果。 

Ｄ．計画の妥当性 

目標・期間・資金・体制・人材や安全・環境・文化・

倫理面等からの妥当性。 

Ｅ．成果（見込み）、運営、達成度等 

投入資源に対する成果（見込み）、運営の効率性、及び

目標の達成度等。評価結果の反映状況の確認等。 

（ただし、Ｅについては、新規研究開発であることから、

その内容を考慮。） 
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４．評価結論 

 

（１）総合評価 

 「戦略的基盤技術高度化支援事業」は、我が国重要産業

の競争力を支える基盤技術（鋳造、鍛造、切削、めっき等）

の高度化に向けて、革新的かつハイリスクな研究開発や、

生産プロセスイノベーション等を実現する研究開発に取り

組む中小企業を支援するため、経済産業省直轄で実施する

委託事業（一般枠）と独立行政法人中小企業基盤整備機構

を介して実施する委託事業（重要産業横断枠）を創設し、

基盤技術を有する中小企業、技術のユーザー企業及び大

学・国研等研究機関などから構成される共同研究体に対し

て公募により研究開発の委託を行うものである。 

 中小企業が担う基盤技術は我が国の強みである製造業の

技術の高度化を支えるものであり、我が国経済を牽引する

重要産業の競争力の維持・強化、継続的な発展を図るため

には、強い基盤技術や新しい基盤技術を持ち、スピード感

のある優れた開発能力を有する中小企業の育成が重要であ

る。 

 本事業は、資金調達、人材確保、技術力の向上といった

中小企業が研究開発を行う上での課題を解決するための各

種施策の中における重要な取組であり、また、従来から展

開してきたこの種の事業の飛躍的発展を図るうえにおいて

も、実施することが適当である。 

なお、本事業の今後の具体的な制度設計の検討及び取組

の際には、本事業による技術的成果が確実に実現されると

ともに企業活動においてその成果が実施に移されるように、

以下の指摘事項を踏まえた対応が必要である。また、本事

業の実施状況や効果について経年的に確認し、必要により

制度の見直しを行うことについても考慮すべきである。 

 

（２）指摘事項 

 ① 戦略的分野の設定と戦略的基盤技術の選定について 
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   本事業を推進するにあたり、我が国の将来の先端的新産

業分野の発展と産業競争力の強化を念頭に、本事業がター

ゲットとすべき分野の設定と戦略的基盤技術の選定が非常

に重要であり、それらを明確に示すことが必要である。 

今後、経済産業省中小企業政策審議会の審議を踏まえて

選定される基盤技術の具体化及び中小企業が行うべき技術

開発の方向性を示す技術別指針の策定においては以上の点

を踏まえつつ、本事業におけるそれぞれのプロジェクトご

とに研究開発としての具体的なミッションを明確にすべき

である。 

なお、戦略的分野の設定等においてはニーズやその後の

技術動向を踏まえ、見直し等、柔軟に対応できることが望

ましい。 

 

② 優れたテーマ及び研究チームの採択と実行目標の設定に

ついて 

  本事業が成功するためには、選定された戦略的基盤技術

に対し、中小企業における研究開発の位置付けや環境要因

を明らかにしつつ、中小企業において実現可能な優れたテ

ーマと着実に推進できる実力のある研究チーム（共同研究

体・中小企業）を採択するとともに、研究開発期間内に達

成できる明確な目標の設定と達成評価の判定基準の事前設

定が必要であり、こうした点を踏まえた公募、審査等の制

度設計が必要である。 

また、本事業においては、研究開発の実施期間やコンソ

ーシアムの構成等、実施者の主体性を重視し、プロジェク

トごとに柔軟に対応するとのことであるが、本事業におい

て実施が想定される研究開発の多種多様性に鑑み、画一的

取り扱いを避け、また、採択テーマごとの、実施期間、運

営体制や資金の規模等にかかる柔軟性の確保について特に

考慮すべきである。 

なお、本事業はその成功のために応募前より行政機関等

による協力・指導の下で準備が進められるとのことである
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が、この過程の透明性の確保に配慮するとともに、競争的

性格を有する事業であることから、審査、採択にあたって

は外部審査委員会の活用等、透明性・公正性を十分に保つ

ことが求められる。さらに本事業の採択スキーム案におい

て、技術評価・事業化評価、政策評価及び採択審査委員会

による審査等、数次の評価の仕組みが検討されているが、

これらの関係、役割と分担についても十分な検討が必要で

ある。 

 

③ 実施組織の明確化と強力な推進体制の整備について 

  本事業により採択されたテーマが着実に推進されるため

には、一般枠の委託事業及び重要産業横断枠の委託事業の

各々の事業の特性を踏まえつつ、事業に参画する関係者の

役割と責任の範囲を明確にし、中小企業に対する研究開発

面でのサポートと経理等の事務処理面でのサポートのため

の推進体制の整備、また、適時、適切な進捗の管理と評価

が必要である。 

  研究開発面でのサポートにおいては、大学や公的研究機

関の学識経験者や開発メーカーの技術者などの積極的な協

力が得られるようにすること、また、事務処理面のサポー

トにおいては事業管理法人が一括して行うなど、研究開発

の実施者が研究開発に専念できる環境を整備することが必

要である。 

  また、プロジェクトリーダーは実施プロジェクトに対す

る総責任を有するとともに強力なリーダーシップと公平性

が求められることから、参画する中小企業の代表者や開発

メーカーの技術者を登用する場合はこうした点を十分に踏

まえて選出し、責任と権限を機動的に発揮できる実行体制

を明確化することが重要である。また、プロジェクトによ

っては大学や公的研究機関の学識経験者のプロジェクトリ

ーダーやサブプロジェクトリーダーへの登用も検討すべき

である。 

  さらに進捗管理や開発過程における評価については、プ
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ロジェクトリーダーが自ら適時、適切に実施することはも

とより、大学や公的研究機関による高度な分析や計測等の

支援も積極的に受けることが必要である。 

 

④  成果に対する評価と評価結果に基づく処遇について 
採択されたテーマの成果が適正に評価されるとともに、

評価結果に基づく研究開発の実施企業に対する結果責任が

必要である。 

評価においては、研究開発の目標に対する達成度の評価

の基準を予め定め、その達成度による評価を行うことが重

要である。評価委員会も技術的な知見や判断力を有し、厳

正で中立な評価を行える独立性の高いものとし、実際の評

価にあたって構成委員が直接、調査やヒアリングを行う仕

組みの導入も検討すべきである。 

また、研究開発の実施企業に対してプロジェクトの実施

に伴う緊張感とインセンティブを与える環境をつくること

も重要である。本事業では、プロジェクトの途中において、

進捗状況やフィージビリティの観点から中間評価を実施し、

その結果を委託費に反映させる仕組みを導入するとのこと

であるが、さらに、例えば、目標の達成度に応じて支払い

額を増減する仕組みの導入も検討すべきである。 

 

 ⑤ 研究開発の成果の取扱について 

   本事業により研究開発を行う研究チームは研究共同体と

して組織され、構成メンバーも中小企業、製造メーカー、

大学・公的研究機関等、複数、多岐にわたることから、研

究開発の成果物の取扱、特に知的財産権の帰属については

予め、明確なルールを定め、構成メンバー間で不公平が生

じないような仕組みの構築が必要である。 

   例えば、研究開発の成果に対する各々の構成メンバーの

貢献度を正しく判断し、利益配分が適正にできる仕組みの

検討・準備がなされているか、知的財産権及びそれを活用

した事業展開等について中小企業に対して適切にアドバイ
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スすることができる仕組みが準備されているかなどを当事

業の申請の要件とすることも検討すべきである。 


